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▲はざかけ：刈り取った稲は 2 週間くら

い干してから脱穀します。（新町） 

 

▲ビニールハウス内で干される東光寺大根。干

し大根にして沢庵漬けを作ります。(栄町) 

 

日野市の農業の概要 

日野市は都心から約３５㎞西に位置し、東京都（島部を除く）のほぼ中央にあります。

新宿からＪＲ中央線または京王線で約３０分の距離にあり、都心への通勤に便利な緑の

残るまちとして人気の高い住宅地です。面積は約２７平方キロメートル、人口は

189,166 人（令和７年 12 月 1 日現在）、典型的な都市近郊のベッドタウンとして発展

しています。その地勢は、市境として北側に多摩川、市の中央を東西に浅川が流れ、浅

川の南側には東西に多摩丘陵、多摩川と浅川にはさまれた部分の西側には日野台地が位

置しています。このように日野市は、河川・平地・丘陵と、変化に富んだ地形をしてお

り、湧水などの水に恵まれたまちです。かつては、河川に沿った低地では稲作が盛んに

行われ、東京都のなかでも有数の穀倉地帯として知られていましたが、昭和４０年代に

入り都市化が急速に進み、農地が次々と住宅地へと変わり、現在のようなまちの姿とな

りました。 

日野市の農家戸数は 273 戸(出典「2020 年農林業センサス」農林水産省)、市域のほとんどが市街化区域になっています。少

し市内を歩いてもらえばわかりますが、一団の農地がまとまって存在している場所はごくわずかです。多くの農地が住宅地と隣

り合って散在しており、営農環境は決してよいとは言えません。このような状況は、大都市に隣接して「都市農業」を展開して

いる地域ではごく普通の光景です。日野市では「都市農業の特性＝消費者が身近にいること」を生かした庭先販売が主流ですが、

市内全小中学校の学校給食の出荷や市内の直売所へ出荷を行っています。作物別にみると、米を主とする農家はごくわずかとな

り、ほとんどは野菜栽培農家ですが、果樹、酪農、養鶏、花木、花き、の農家もあり、

果樹類ではナシ（主に「新高」）・ブドウ（主に「高尾」）の栽培が行われ、贈答用の宅配

や庭先販売でほとんど売れてしまいます。野菜類ではトマト（「桃太郎」や「ファースト

トマト」）のハウス栽培が盛んに行われ、早いものでは 11 月から出荷が始まります。ま

た、漬物向けの「東光寺大根」も収穫されています。この東光寺大根は干し大根にされ、

明治時代、隣町の八王子の絹織物工場の女子従業員が食べる沢庵漬用にたくさん出荷さ

れていました。冬の空っ風に刈田一面に干された白い大根が風物詩でした。繊維工業の

衰退と新品種「青首大根」の登場で収穫量は最盛期の１０万本から５千本に減りました

が、平成 23 年には「江戸東京野菜」に登録され「日野産ブランド」として栽培の継承

と種の保存を日野市が支援しています。現在では、市内の３戸の農家が栽培し、歳末の

「東光寺沢庵」を待ちわびるお得意様のために販売されています。  
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※生産緑地の貸借が可能となり都市農地

の保全や都市農業の継続を可能とする法

整備が進んだ。 

 

 

※都市農地は「宅地化すべきもの」から都市に「あるべきもの」へと大きく転

換し、都市住民に新鮮な農産物を供給するだけではなく、防災空間や緑地空間

として多様な機能を持っていることが位置付けられた。 

 

 

※担い手不足解消の一役として 

「援農ボランティア制度」導入。

※P.20 参照 

 

日野市の都市農業 ～農を取り巻く環境変化～ 

 

平成 9 年「第 1 次日野市農業振興計画策定」 

リンゴ（主に「陽光」「ふじ」）のもぎ取り農園がオープン  

平成 10 年「日野市農業基本条例」施行 ※P.5 参照 

平成 11 年 ブルーベリーの摘み取りができる観光農園がオープン  

平成 13 年 市内で初めての農産物共同直売所がオープン 

平成 16 年「第２次日野市農業振興計画・アクションプラン」策定 

酪農家によるジェラート店がオープン 

平成 17 年 援農市民養成講座「農の学校」開校 

イチゴの施設栽培の開始 

 

平成 21 年 トマトの樽栽培システムが導入 

平成 24 年 「日野市立七ツ塚ファーマーズセンター」がオープン  

※日野の農業の発信拠点、地域住民のコミュニティの場、市内初農産物の買取制度導入 

日野市女性農業者の会「みちくさ会のルバーブジャム」の販売開始 

平成 26 年「第３次日野市農業振興計画・アクションプラン」策定 

 

平成 27 年「都市農業振興基本法」施行     

平成 28 年「都市農業振興基本計画」が閣議決定  

        

 

平成 29 年「ＪＡ東京みなみ farmer's market みなみの恵み」(農産物直売所)オープン 

 

平成 30 年「特定生産緑地制度」創設 

「都市農地の貸借の円滑化に関する法律(以下、円滑化法)」施行 

 

平成 31 年 市街化区域農地を円滑化法の活用により農地を貸借した女性新規就農者が全国初、稲作を実践する第 2 の新規就農

者が相次いで誕生 

▲りんごの高密植栽培（百草）  
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▲ジェラート店を経営する酪農家の牛舎（百草）  

(百草) 
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▲産業まつりでの農業店展「共進会」の審査の様子  
▲第 2２回都市農業シンポジウムの様子  

令和２年 「第 3 次日野市農業振興計画・後期アクションプラン」見直策定 

日野市若手農業者の団体「HINO BLUE FARMERS CLUB」発足  

令和 4 年 日野市立「七ツ塚ファーマーズセンター」開設 10 周年  

令和 5 年 3 人目となる新規就農者が誕生。 

令和 6 年 「第４次日野市農業振興計画・前期アクションプラン」策定 ※P.7 参照 

 

都市農業シンポジウム（平成 16 年度から開催） 

令和５年度 テーマ 「“ひの” を学校給食で届けるために」～学校給食日野産農産物供給事業４０周年記念～  七生公会堂 

令和６年度 テーマ 「“ひの”に新しい農業経営の風を」～販売を通じて市民とつながりたい～ 日野煉瓦ホール(市民会館)小ホール 

令和７年度 テーマ 「消えゆく「農ある風景」の危機～後継者問題・相続が及ぼす農業への影響～」日野煉瓦ホール(市民会館)小ホール 

 

第５９回産業まつり 

農業や商工業の振興を図ることを目的として開催される日野市産業まつりは、令和７年 11 月８日・９日開催、65,000 人

の市民で賑わいました。農業展では産業まつり開催日に先立つ７日に「共進会」（※産業振興のため農作物を出品、展覧し審査

する会）が催され、両日ともに農産物の展示（出品数 1５１点）を行い、出品された農産物はフードバンクに寄付されました。 

    

 

 

 

 

 



 

▲体験市民農園での就労体験 (百草) 

 

 

◀和菓子「まん福」  

 

みちくさ会ルバーブジャム▲ 

 

 

都下ワイン▶  

 

 

 

農福連携の取組み ～農業を通じて“自信”や“生きがい”を育む～ 

①「七ツ塚ファーマーズセンター」と「東電ハミングワーク（東京電力の特例子会社として障がい  

者雇用を促進する事業所）」との連携による花壇苗等の販売。 

②「七ツ塚ファーマーズセンター」と日野市内 7 つの福祉作業所との連携によるエコバックの活用。  

※福祉作業者が作成した次世代へのメッセージが込められた古新聞製エコバックを物販に使用。 

③「NPO 法人 日野人・援農の会」と「はくちょう（知的障害者通所更生施設）」及び、「すずかげ 

の家（障害福祉サービス事業所）」と連携し「秋冬野菜の収穫体験」を実施。 

④ 障害者就労支援施設の日野産トマトと柿を使用した「焼きカレーパン」が、第 4 回ニッポン全国 

ご当地おやつランキング（平成 25 年 11 月開催）で全国 2 位。  

※市内のパン屋に日野産野菜を使用することを条件として、現在も継続して製造販売。  

 ⑤ 市セーフティネットコールセンターと市内農業者が連携して、就労準備支援事業の就労体験の場として「農業 

体験農園」を活用し、令和 2 年度から月 1 回、2 名～3 名受入。令和 6 年度 5 月以降利用なし。               

⑥ 日野市女性農業者の会「みちくさ会」が生産販売するルバーブジャムは、社会福祉法人「夢ふうせん」で加工。 

⑦ 令和 4 年 9 月農業委員会から提出された意見書を受け、同年 11 月、農業委員会と行政（庁内の関係部署）が  

「農業と福祉部門が共助する施策について」意見交換。また、今後の具体的な取組みに向けて、令和 5 年 1 月に市 

内福祉事業者 3 団体と農業委員会、行政（都市農業振興課・障害福祉課）が現状と課題について意見交換。  

 

その他の取組 ～日野産の野菜や果物を使った加工品～ 

①和菓子「まん福」 姉妹都市「岩手県紫波町」のもち米と日野産のサツマイモ  

両市が姉妹都市であることをＰＲするため、市内の和菓子業者と明星大学学生との協働企画で

開発し令和 4(２０２２)年１月販売開始。現在は収穫時期に合わせて販売。 

②TOKA winery 日野市産ブドウを使った魅力あるワインを醸造・販売   

日野市の特産品の一つである「ブドウ」を活用して、地域の魅力を発信する新たな取り組みが開 

始。市内でワイン造りを行う「都下ワイナリー」は、「ワイン造りを通じて地域に貢献したい」という強い 

想いのもと、東京都産ブドウにこだわった魅力あふれるワインを生産、販売。 
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日野市農業基本条例 平成 10（1998）年 3 月 31 日制定、同年 7 月 1 日施行） 

１．農業基本条例制定に至った背景・目的 

⚫ 農地の多面的機能（生産・環境・防災・教育など）が見直される 

⚫ 農地の減少、農業従事者の高齢化や後継者難 

⚫ 農政の大きな転換（地球にやさしい農業、農産物の輸入自由化、新食糧法制定） 

⚫ 平成 9（1997）年馬場市政誕生。「環境にやさしい市政」を掲げる 

⚫ 「市民と自然が共生する農あるまちづくり」を展開し、農業を永続的に育成する 

⚫ 平成 10（1998）年全国に先がけて制定 

 

２．農業基本条例の特色 

⚫ 基本理念 

農業振興は、新鮮で安全な農産物の供給を受け、自然環境を享受する全ての市民にかかわる施策として、将来の世代に継

承していくことを目的に行わなければならない 

⚫ 農業施策の基本事項 

農業経営の近代化、環境に配慮した農業、消費者と結びついた生産及び流通、農業の担い手の確保及び育成、農地の保全、

災害への対応 など 

⚫ 推進体制 

・農業振興計画の策定と実施（市の責務） 

・市、農業者の責務だけでなく市民の責務も明確化 

     ・農業懇談会を設置(公募市民、農業者、農業団体や行政機関の代表)し、農業施策の推進について調査し、意見を求める 
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日野市農業振興計画 

⚫ 第 1 次農業振興計画策定 平成 9（1997）年 

1.農の担い手の認定農業者などへの集中・重点化 

2.環境問題や食の安全に対する市民意識の高まり 

新しい農業のスタイル（若年農業者の創意工夫、体験型農園、女性の経営参画、帰農 など） 

 

⚫ 第２次日野市農業振興計画・アクションプラン 平成 16（2004）年～農を取り巻く環境変化～ 

①安心して農業のできる環境づくり ② 農業の担い手と仲間づくり ③ 市民と農家との交流・体験づくり    

④安全安心な農産物づくり ⑤ ひの農業ブランドづくり ⑥ 日野市食育推進計画に基づく「農業振興施策」の推進 

 

⚫ 第３次日野市農業振興計画・アクションプラン 平成２６（2014）年～みんなでつくろう次世代につなぐ日野の農業～ 

１．永続的に農業経営ができる強い日野農業の確立 

２．安全・安心な農産物づくりと地産地消の推進 

３．次世代につなぐコミュニティ農業の確立 

 

⚫ 第３次日野市農業振興計画・後期アクションプラン 令和 2（2020）年 見直し改訂 

 農業者、市民、事業者、行政が協働で「農あるまちづくり」の施策を推進 

 

⚫ 第 4 次日野市農業振興計画・前期アクションプラン令和 6（2024）年～みんなの個性が輝く新時代の農業へ～ 

    日野の農業の振興目標に向けた３本の柱と施策方向と個別のアクションプラン 

1.日野らしい農業経営（１） 農業を憧れる職業にしよう（２）日野の農産物の付加価値の向上（３）スマート農業や栽培技術の向上 

2.市民の暮らしとつながる農業 （１） 食育の推進（２） 農地の多面的機能の発揮（３） 市民が支える農業 

3.持続的な地域循環（１） 地産地消と地域循環の推進（２） 環境に配慮した農業の推進（3）農地や用水の保全 
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第 4 次日野市農業振興計画・前期アクションプラン 令和 6（2024）年 3 月策定 

～みんなの個性が輝く新時代の農業へ～ 

 

計画策定の趣旨（抜粋） 

 

１．計画策定の目的 

将来を見据えた実効性のある農業経営への支援や市民への理解促進、農地保全につながる施策が必要となっていることから、

今後 10 年間の新たな計画「第４次日野市農業振興計画・アクションプランを策定することとしました。 

 

２． 計画の位置づけ 

 第４次日野市農業振興計画は、日野地域未来ビジョン２０３０が示す施策の総合的な方針のもと、「日野市農業基本条例」に基づく

農業振興計画として、農業施策を総合的かつ計画的に推進するため、日野市が目指す農業振興の方向性と今後の施策展開を示すもの

です。また、都市農業振興基本法における、地方自治体の地方計画を兼ねるものです。 

 

３． 計画の期間 

 第４次日野市農業振興計画の期間は、令和６年度（20２4 年度）から令和１5 年度（20３3 年度）までの１０年間とします。 

 

４． 計画策定にあたって実施した調査 

第４次日野市農業振興計画の策定にあたって、農業者及び市民に対して、現状や今後のニーズを把握するための調査（認定農業者

ヒアリング、市民アンケート、農業者アンケート）を行っています。 

      

推進状況の報告と検証 農業懇談会において年度検証、中間検証、次期計画への提言を行っていきます。※P.26参照 
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出典「農林業センサス」（農林水産省）最新 令和2(2020)年2月1日現在　※５年ごとの更新

  

             資料提供：2015年農林業センサス

　統計データ　

平成17

年

平成22

年

平成27

年

令和2

年

主業農家 40 37 39 6

準主業農家 70 53 41 53

副業的農家 84 79 70 70

自給的農家 177 179 151 153

総農家数 371 348 301 273

0
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単位：戸
主業・副業別 農家戸数

0

8

19
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41
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１５～1９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７４歳

７５歳以上

単位：人

年齢階層別農業従事者数

「農林業センサス」とは

農林水産省が、我が国の農林業の生産構造、就業構造及び農山村
等の農林業をとりまく実態を明らかにするとともに、農林行政の推
進に必要な基礎資料を整備することを目的に、5年ごとに行う調査
です。

統計法、同法施行令、農林業センサス規則等に基づき実施されま

す。
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　単位：人

認定農業者制度：高齢化や担い手不足の課題がある中、農業生産の維持・発展の為、意欲と
能力のある農業経営体（個人、農業法人）に農業政策を重点化する制度。広域は手続を都や
国が行う。

資料提供：日野市農業委員会 資料提供：日野市都市農業振興課

認定農業者の認定状況

　 出典：「面積調査」（農林水産省） 　　資料提供：日野市都市計画課
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田
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年度
認定農業者

※再認定を含む
認定新規
就農者

広域
※認定農業者の内数

平成２５年度 57 0 ―

平成３０年度 58 0 ―

令和４年度 51 2 １（府中）

令和５年度 56 1 ４（府中１、八王子３）

令和６年度 53 1 ５（府中１、八王子3，あきる野１）



 

農家戸数 

総農家数（単位：戸）                        出典：「農林業センサス」（農林水産省） 

 
区 分 

平成１7 年 

2005 年 

 

平成２２年 

2010 年 

平成２７年 

2015 年 

令和２年 

2020 年 

 

増減数（割合） 

総農家数 371 348 301 273 
△28 

（△9.3％） 

自給的農家 177 179 151 153 2（1.3％） 

販売農家 194 169 150 120 △30（△20.0%） 

主業農家 40 37 39 6 △33（△84.6%） 

準主業農家 70 53 41 53 12（29.3％） 

副業的農家 84 79 70 70 ０（0％） 

    農家: 経営耕地面積が 10a以上の農業を営む世帯、または 10a 未満であっても農産物販売金額が 15万円以上あった世帯 

自給的農家：経営耕地面積が 30a未満で、かつ年間の農産物販売金額が５０万円未満の農家 

販売農家：経営耕地面積が 30a 以上または農産物販売金額が５０万円以上の農家 

主業農家：農家所得の 50％以上が農業所得で、年間 60日以上農業に従事する 65 才未満の者がいる農家 

準主業農家：農家所得の 50％未満が農業所得で、年間 60日以上農業に従事する 65 才未満の者がいる農家 

副業的農家：年間 60日以上農業に従事する 65才未満の者がいない農家 

 

農家人口 （単位：人）※平成 17年度までは総農家人口、平成 22年度からは販売農家人口のため値が少ない。 

 平成17年(2005年)) 平成 22 年(2010 年) 平成 27 年(2015 年) 令和 2 年(2020 年) 

市の人口総数 １６９，１７８ １７４，１６９ １８０，９７５ １８６，３４６ 

男女別 

 

世帯員数 

計 １，４２５ ６７７ ５２７ 295 

男 ６９９ ３３８ ２６１ 157 

女 ７２６ ３３９ ２６６ 138 

   出典：「農林業センサス」（農林水産省）、市の人口総数：「とうけいひの」住民基本台帳データ（各年１月１日現在） 
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年齢階層別農業就業人口（販売農家） 
                                               （単位：人） 

 年齢 
15 

～19 歳 

 20 

～29 歳 

30 

～39 歳 

40 

～49 歳 

50 

～59 歳 

60 

～69 歳 

70 

～74 歳 
75 歳以上 合計 

平成 27 年 

 (2015

年) 

人数 21 64 37 43 78 89 36 128 496 

割合 4.2% 12.9% 7.5% 8.7% 15.7% 17.9% 7.3% 25.8% 100.0% 

令和 2 年 

 (2020

年) 

人数 0 8 19 30 41 79 42 76 295 

割合 0% 2.7% 6.4% 10.2% 13.9% 26.8% 14.2% 25.8% 100.0% 

   出典：「農林業センサス」（農林水産省） 

  

農地 
① 耕地面積    （単位：ha）      ②経営耕地面積                 （単位：ha） 

年 
耕地面積（生産 

緑地地区面積） 

地区面積） 

 

 

 

 
平成 17 年 

(2005 年) 

平成 22 年 

(2010 年) 

平成 27 年 

(2015 年) 

令和 2 年 

(2020 年) 

令和 2 年 139（108） 田 ２０ １８ １０  4 

令和 3 年 133（105） 畑 ６4 ５４ ４８ 37 

令和 4 年 131（103） 樹園地 ２8 ２４ １９ 16 

令和 5 年 127（99） 農地合計 １１２ ９６ ７７ 57 

令和 6 年 12５（85） 
市の面積に 

対する割合 
4.1％ 3.5％ 2.8％ 2.1％ 

   耕地面積 出典：「面積調査」（農林水産省）    出典：「農林業センサス」（農林水産省）※市の総土地面積は 2,755ha 

生産緑地地区面積：日野市都市計画課 
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経営耕地面積の規模別の農家数（販売農家） 
（単位：ha、経営体） 

耕地 

面積 

種別 

経営耕地 

なし 
0.3 未満 

0.3 以上 

～0.5 未満 

0.5 以上 

～1.0 未満 

1.0 以上 

～1.5 未満 

1.5 以上 

～2.0 未満 

2.0 以上 

～3.0 未満 
3.0 以上 合計 

平成 27 年 

2015 年 
１ 19 71 53 ９ － － １ 154 

令和 2 年 

2020 年 
0 30 58 35 5 1 - - 129 

   出典：「農林業センサス」（農林水産省） 

 

作物の類別栽培農家数、家畜等の飼養農家数 
      （単位：経営体） 

         作物 

 年 
稲  麦  類 雑 穀 いも類 豆 類 

工芸作 

物類 
野菜類 果樹類 花き類 

その他 

の作物 

平成 27 年 

 (2015年) 
栽培農家 24 ５ １ 57 9 １ 107 70 6 6 

令和 2 年 

 (2020年) 
栽培農家 17 8 1 53 14 1 98 56 7 3 

 野菜類 

だいこん にんじん さといも はくさい キャベツ 
ほうれん

そう 
レタス ねぎ たまねぎ 

ブロッコ

リー 
きゅうり なす トマト ﾋﾟｰﾏﾝ いちご メロン すいか 

その他 

の野菜 

66 38 68 49 44 43 17 72 46 40 61 61 58 29 3 1 14 44 

家畜類                                      

                     家畜 

  年 
乳用牛（頭数） 採卵鶏（羽数） 

令和 2 年 

 (2020 年) 
飼養農家 1（18） 1（7,000） 

   出典：「農林業センサス」（農林水産省） 販売目的の作物の類別作付（栽培）経営体数、販売目的の家畜等を飼養している経営体数 
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果樹栽培農家数 
     （単位：経営体） 

 
経営体

総 数 

みかん

類 
りんご ぶどう な し も も おうとう び わ すもも か き く り う め ｷｳｲﾌﾙｰﾂ 

その他 

果樹 

 平成 27 年 

 2015 年 

 

70 14 ４ 11 18 1 0 2 3 21 20 13 6 25 

 令和 2 年 

 2020 年 

 

56 13 2 13 15 － － － － 16 15 7 2 19 

出典：「農林業センサス」（農林水産省） 販売目的で栽培した果樹類の栽培経営体数、栽培面積及び品目別栽培経営体数 

  

農地の転用 
                            （単位：件、ha） 

年度 
総  数 田 畑 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 

令和元年 ２０７ １0．３５ ８９ ４．７１ １18 5．６４ 

令和 2 年 １９２ ８．６８ ７９ ３．３５ １13 5．３３ 

令和 3 年 ２３４ 9．０７ ７０ ２．５２ １６４ ６．５５ 

令和 4 年 １９４ 8．６１ ７２ ４．０７ １２０ ４．５４ 

令和 5 年 １６７ ８．３９ ６３ 3．５４ １０６ ４．8４ 

令和６年 １８５ ８．３７ ６０ ２．７３ １２５ ５．６４ 

   資料提供：日野市農業委員会                                      
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決算額
(単位:円)

３／４以内

6 農産物即売事業 新鮮な農産物を市民に販売する即売事業支援 350,000
２件 農協日野地区・七生地区各青壮
年部（市内7カ所で実施）

 ３／４以内

2

営農施設等整備事業

116,0004 農業団体連合会

市内に樹園地及び住所を有する農業経営者が契約
小売店から防鳥（虫）・防薬資材を購入する場
合、通常販売価格の一部を、購入者に代わって市
が契約小売店に支払う間接補助事業

市内の農産物を一堂に集め、市民に紹介するとと
もに、生産技術の改善、品質の向上を目的として
即売会及び共進会を開催し消費者との相互理解を
はかる事業

７件
内訳
・施設整備１件
（新規ハウス設営）
・機具購入６件
（トラクター2件、バックホー
　1件、ウイングバケット1件、

マルチャー１件、ハウス谷樋・
内幕カーテン張替1件）

防鳥防薬網の購入、設置費７件
コンフューザー配布農家数１１件
スパイカル(天敵ダニ)6件

（団体名）

①果実組合 ②酪農組合
③平山蔬菜研究会
④東光寺蔬菜研究会
⑤堀之内農事研修会
⑥豊田農事研究会
⑦菊友会
⑧百草萬蔵院台りんご生産組合
⑨ブルーベリー組合
⑩いちご研究会
⑪七生地区農産物直売会

総会
産業まつり実行委員会

農業者各種団体の相互連携を図るとともに農業に
関する情報交換等を行う。また、産業まつりの実
行委員長を、隔年で農業団体連合会会長が努めて
いる。

①農政及び農業に関する情報の提供・交換
②組合員の経済的地位の改善のための団体協約
   の締結
③上部団体及び行政への協力推進

主な農業振興事業　（令和6年度）

補助率等参考事項№ 事業名 事　　　業　　　内　　　容 実施内容

5 2,800,000

利子補給率1.5％以内

2,700,000 ３／４以内3

条件に伴い
総事業費又は購入費の
２／３補助
(上限40万円)
又は１／３補助
(上限20万円)
この補助を受けた年度の翌年度から起算
して３年を経過しないものを除く。

東京都農業近代化資金利子補給規則（昭和37年
東京都規則第71号）別表に掲げる融資資金の利
用者が支払うべき利子の一部を利用者に代り市
が金融機関へ利子補給する間接補助事業

商工展と同時開催産業まつり農業展

1
農業近代化資金等利子補給
事業

対象0件
上期・下期支払い

0

防鳥・防薬対策事業
通常販売価格の１／２
１購入者当たりの限度額３００
千円

689,000

生産緑地（農地）の保全を図るため、近代的な施
設整備や生産機械等を導入する農家に対し補助す
るもの。
総事業費60万円以上の①出荷施設の整備 ②栽培
施設の整備 ③灌水施設の整備 ④圃場の整備 ⑤加
工施設の整備⑥農機具・運搬機具の購入
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決算額
(単位:円)

補助率等参考事項№ 事業名 事　　　業　　　内　　　容 実施内容

ワークショップ４回
市民ニーズの調査、調査結果をもとに事
業提案

一般社団法人TUKURUへ委託1,991,000
新しいタイプの市民農園として、交流を通じて若
い層も気軽に利用できる農園を開園する

市民農園モデル事業業務委
託

11

15 認定農業者支援事業

意欲ある農業者が、自らの経営を計画的に改善す
るために作成した「農業経営改善計画」を市が認
定し、計画達成に向けた取組みを関係機関・団体
が支援する事業

1,000,000

・消耗品、郵送料
・提案型経営改革事業補助金3名
・「農業経営改善計画」
　進捗状況ヒアリングの実施

費用の1/2（50万円上限）
令和6年度末
認定農業者44経営体53名
うち、広域認定５経営体（府中市１、八王

子市３、あきる野市１）、認定新規就農者
１経営体

12
該当経費の1/2を補助
上限50万円
令和６年度は開設なし

 ３／４以内
各種講習会、視察研修会、
情報交換会等の事業費

女性農業者の会「みちくさ会」
会員17名 ルバーブジャム加工・
販売、おやき市民講習会、シンポ
ジウムで農の生け花展示

農産物をハクビシン、タヌキなどの獣害から守る
ため箱わな等の設置に対して必要な経費を補助

農業振興計画に基づき、日野市の女性農業者の仲
間づくりと経営参画の促進、また、女性起業家や
リーダー的人材を発掘・育成するため、各種講習
会や視察研修などを行う団体を支援する

第21回都市農業シンポジウム
「“ひの”に新しい農業経営の風
を」～販売を通じて市民とつながり
たい～

0
民営の市民農園開設にあたって、整備に係る経費
の補助

1／2以内

1／2以内
設置費用の1/2を補助

電気柵9か所、箱わな23台、使い
捨て手袋4箱ほか

農業者の高齢化と後継者不足解消のため、援農ボ
ランティア制度の確立とボランティア育成講座で
ある「農の学校」を開校する。講義と実習により
農作業技術の向上を図り、より高度な援農ボラン
ティアの育成を図る

7

546,695

18,000残留農薬対策事業

129,400

9

女性農業者支援事業

民営市民農園開設整備

378,000

14

10 市民農園管理運営委託

獣害対策支援事業

都市農業シンポジウム

援農制度育成事業

8

13

１０農園、614区画
使用料
11,700円/年（30㎡）
 7,800円/年（20㎡）
 3,900円/年（10㎡）

都市農業を守り、市民に農地の持つ多面的機能の
理解を深めてもらうための啓発事業として、都市
農業シンポジウムを開催。

6,115,340

農の学校第20期　16名修了
・実習講師謝礼　年間延べ61人
・機材謝礼提供　年間延べ20人
・農具・肥料・種苗代等消耗品
・郵送料

残留農薬の検査を行う場合、検査費用の一部を農
業経営者に代わって市が検査実施主体者に支払う
間接補助事業

6件
全て検査結果問題なし

野菜や花等の栽培を通じて土に親しみ、生産の喜
びを味わい、農業に対する理解を深める

・講師
・世話人
（農業委員会会長、農業団
　体連合会ほか）
・実習講師
（農業委員会職務代理、
　農業委員、その他市内農業者）
・講座講師（農協職員、その他）

シルバー人材センターへ委託

・講師謝礼
・印刷製本費
・会場借上料（日野煉瓦ホール
   (市民会館)小ホール)

100,000

 1／3内
農業者負担分を補助
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決算額
(単位:円)

補助率等参考事項№ 事業名 事　　　業　　　内　　　容 実施内容

開設施設設備費補助金３/4

運営補助金１区画１万円

5,815,722

1,615,570

21
都市農業経営力強化事業費補
助金

高い営農意欲を持つ農業者等に対し、農業経営力
の向上、都市農地の保全及び多面的機能のさらな
る発揮をすすめることで、都市の特性を活かした
稼ぐ力を強化することを支援

26,901,000 ２か所（平山地区、堀之内地区） 施設整備経費の2/3

22
新規就農者育成総合対策費補
助金

新規就農者の育成・確保を図るため、経営資金を
交付する

750,000 １人（平山地区）

認定新規就農者で世帯年収が600万円以
下である50歳未満の新規就農者に対
し、経営開始から3年間、年間最大150
万円を交付

燃料代、電気代の年間支払合計額の
3/10

2３件4,706,000

16 日野産ブランド支援事業

学校給食供給支援事業18

20

4,254,833

17

・講師謝礼(ふうずきっちん）
・施設運営管理等各種委託料
・光熱水費
・消防設備点検・機械警備管理
・運営業務委託：NPO法人　めぐみ

運搬支援業務委託：NPO法人めぐみ（平山地区）JA（堀之内地区）

コーディネート業務業務委託：JA東京みなみ
市立小中学校に給食用材料として、農業経営者自
らが、児童・生徒の健康に配慮し、農薬及び化学
肥料の使用量を低く抑えて生産した野菜等の納入
を行う事業

19
七ツ塚ファーマーズセンター
管理運営事業

ハウス栽培における
温室効果ガス排出削減事業

温室効果ガス排出が少ないヒートポンプ導入経費
の支援。東京都補助事業(市による上乗せ無し）

8,520,000

契約栽培支援事業奨励金：生産者団体４件他
・契約栽培8品目（にんじん、長ネギ、だいこん、キャベツ、じゃがいも、
　玉ねぎ、小松菜）＝作付補助２０円/kg＋出来高補助４０円/ｋｇ
   りんご＝出来高補助４０円/ｋｇ
・その他＝出来高補助２０円/ｋｇ

21 農業者向け物価高騰対策事業

ウクライナ情勢、円安から、燃料価格が高騰したこと
を受け、農業経営の安定化のため補助する事業。「新
型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を
活用。

207,000

0 対象農園なし

栽培、納品及び普及活動に係る経費
の10/10
（予算の定める範囲内）

農業体験農園を開設する園主に対し、施設整備や
運営に係る費用を補助

10,107,972七ツ塚ファーマーズセンターの管理運営

導入経費の9/10３か所（平山地区）

農業体験農園支援事業

対象農家3名
東光寺大根の生産に係る肥料、資
材等

生産者の栽培及び販売活動を補助すると共に、
「東光寺大根」への理解を広く市民に向けてＰＲ
する活動を補助
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　事業の目的：都市農業における多様な市民ニーズに応えるとともに、農業者の創意工夫を発揮した企業的農業経営を育成する。

総事業費 東京都補助金 日野市補助金 事業者負担金

りんご 観光用水道施設 防鳥施設

ぶどう 除草管理機械 防薬シャッター

ブルーベリー 潅水施設 果樹棚

簡易移動トイレ

りんご チッパーシュレッダー ログハウス

ぶどう バックホー 果樹棚

ブルーベリー 雨よけハウス 防鳥施設

潅水施設 看板・リーフレット

野菜全般

シイタケ

鶏卵

ビニールハウス 鉄骨ハウス

温風器

加工・直売施設 備品類

加工機械 自動離脱搾乳機

栽培施設 育苗施設

パイプハウス 樽栽培システム

暖房設備

鉄骨ハウス　　 パイプハウス

樽栽培システム一式 ヒートポンプ

鉄骨ハウス　　 パイプハウス

樽栽培システム一式 ヒートポンプ

パイプハウス（4棟） 3人

JA

鉄骨ハウス パイプハウス

井戸 附帯機器

アスパラ 無加温ハウス設置

ブドウ 雨よけハウス設置

東京南農業協同組合
運営‐日野農産物直売組合

12,937,6788,794,00018,107,00039,838,678農業者

5,591,237

２人

19,946,603

106,508,537

令和６年度

平成29年度
日野市施設園芸研究会
東京南農業協同組合

18,923,500

日野市施設園芸研究会令和２年度

養液栽培システム一式

71,179,000
Farmer's Market みなみの恵み　直売所整備

44,723,700１人

25,000,000

5,590,463

5,126,000 5,432,054

暖房機及び附帯機器

20,558,054

33,542,000

平成28年度 日野市施設園芸研究会 トマト ５人 31,508,537

平成17年度

平成25年度 日野市施設園芸研究会 トマト ３人

平成21年度 平山トマト部会 トマト ４人 52,567,498 25,000,000

日野市いちご研究会 いちご 3人 33,245,185 15,000,000

5,449,295

12,669,605

9,122,593 9,122,592

平成16年度 百草ファーム 酪農 １人 45,339,210 20,000,000

パイプラインミルカー付

平成14年度 日野農産物直売組合端境期部会 野菜全般 ７人 20,599,060 10,000,000

平成11年度 日野市ふれあい農園推進組合

平成13年度

直売所建設工事一式

３１人 22,034,708

２８戸
（31人）

31,125,487

備品及び付帯施設

平成12年度 日野市ふれあい農園推進組合
２８戸

（31人）
32,359,107 15,000,000 8,027,000

 東京都補助制度による支援事業　（施設整備の主な補助事業）

年度 実施主体 作物 施設・機械
参加

農家数
事業費(単位：円）

7,793,000

5,508,000

12,669,605

温風機その他付帯設備一式

13,141,874

8,332,487

9,332,107

10,000,000 6,526,708

5,149,765

14,425,624

トマト

15,000,000

10,000,000

暖房機及び附帯機器

野菜全般 110,049,103

50,000,000
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　1．事業概要

　　農地の持つ防災や環境保全などの多面的機能をより

　　充実することや、地域住民に配慮した生産基盤を整備

　　することにより、貴重な都市農地の保全を図るため

　　平成29年度から令和6年度までに防災兼用農業用井戸

　　及び掲示板を20か所整備しました。

　　
　2．事業背景

　　都市農地は、市民の食卓に新鮮で安全・安心な農産物を

　　供給するほか、災害時における一時避難場所や緑と潤い

　　を供給する緑地空間など極めて重要な機能を有しています。

　　しかし、都市化の影響や農家の相続などを契機として

　　年々減少を続けており、都市の環境保全や防災など農地

　　が果たしている大切な機能が損なわれることが懸念され

　　ています。そこで都市農地の保全を積極的に推進するため、

　　地域の実情に即した農業振興計画等に基づき、都市農地

　　保全支援プロジェクトを実施しました。

　3．設置後の地域利用

　　農地での利用以外に近隣自治会
　　で防災訓練に利用されています。

  万願荘自治会での利用の様子　▶

　　　　　　　　　　

◆防災協力農地登録制度（令和6年9月開始）

　　大規模災害時に農地を避難空間、復旧用資材置場などに
　利用するため、あらかじめ農地を登録する制度

　令和6年度登録　7箇所（防災協力井戸3箇所、学校給食用畑4箇所）
　令和7年度（登録予定）　９箇所（防災協力井戸７箇所、その他農地２箇所）

                               防災兼用農業用井戸施工例   ▶

◆都市農地保全支援プロジェクト補助金事業　～防災兼用農業用井戸の整備～
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防災兼用農業用井戸 所在図
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市民農園の開設状況 令和７(2025)年度

（１）市が開設する市民農園 （２）民間市民農園 （３）農家が開設する農業体験農園

①概要 ①概要 ①概要

②農園一覧 ②農園一覧

区画数 区画数

※令和6年4月1日より使用料改正 1 18 1 22

2 7 2 24

②農園一覧 3 3 3 32

各区数 4 6 4 16

1 47 34 94

2 79

3 85

4 50

5 60

6 62

7 24

8 86

9 48

10 39

580

計(4園）

区画面積

募集時期 年度末

農園名

使用料 2,000～56,000円

日野市民農園

新町農園

福島農園

計(4園）

農園名

岸野農園

石坂ファームハウス

コバサン農園

三世代農園

7,800円

利用期間 約１年

約３０㎡

年度末

使用料
40,000円～
46,000円

利用期間

区画面積

募集時期

栄町農園

約１年

約２０㎡

～約300㎡

利用期間 約２年

3,900円

約１０㎡

使用料

区画面積

区画面積 約3０㎡

使用料

区画面積 約２０㎡

使用料

11,700円

計（10園）

落川市民農園

南平市民農園

旭が丘市民農園

農園名

毎年１月募集時期

三沢たちばな市民農園

新愛宕下西市民農園

新坂下市民農園

向川原市民農園

梵天山西市民農園

七ツ塚西市民農園

東豊田市民農園
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【実習風景】ダイコンの収穫▲ 

▲学校長の市長を囲んで、第２１期生と講師 

（市内生産農家）のみなさん 

【実習風景】カブの播種▲ 

援農ボランティア制度について 

   現在、農業者の高齢化、担い手不足が全国的に深刻な問題となっています。特に都市部では、宅地化が進み農地を手放す農業者も多く、農

地の維持が難しい状況になっています。しかしながら、平成 27（2015）年の「都市農業振興基本法」を始め、各種法整備により都市部に

おける農地の存在価値が高まっており、引き続き農業を営む農業者に対する労働力確保の必要性が高まっています。 

～援農市民養成講座「農の学校」～ 

日野市では、担い手不足解消のひとつの方法として有効な「援農ボランティア制度」の導入を始めるため、援農ボランティア養成講座「農

の学校」を平成 17（2005）年１月に開校しました。農業知識と農業技術を習得するため、農事歴に基づく 1 年間のカリキュラムで援農ボ

ランティアを養成しています。「農の学校」の開校から現在令和７年まで 2１期、合わせて３47 名が「農の学校」を卒業しました。卒業生

は「NPO 法人 日野人・援農の会」に所属し、援農ボランティアとして活躍しています。 

 

（1）場  所：日野市新町五丁目 20番地の 1（七ツ塚ファーマーズセンター内） 

（2）期  間：1月から 12月の一年間 ※原則平日 

（3）内  容：月 1 回の講座、月 2～5回の畑での実習（受講料無料） 

（4）受講生数 20 名程度 

（5）受講生の推移 

 

 

 

年    期  数 修了者数 

令和２（2020）年 16期生 11名 

令和 3（2021）年 17期生 16名 

令和 4（2022）年 18期生 14名 

令和 5（2023）年 19期生 16名 

令和 6（202４）年 20期生 16名 

令和７ ( 2 0 2 5 )年 21期生 15名 
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【実習風景】畝内の除草と間引き 

▲ 

【実習風景】管理機の使い方 ▲ 

～「援農・野菜栽培塾」～ 

緊急時や繁忙期の援農や簡単な作業を手伝うスポット的な援農制度の実現のために、日曜日を主とした援農ボランティア養成講座を開設

しています。「農の学校」は平日にカリキュラムが組まれていますが、「援農・野菜栽培塾」は日曜日に開催されるため、平日お仕事の方も

参加できます。「援農・野菜栽培塾」は、平成 26年 5月に開設し、令和 7（2025）年度は 12期目です。 

 

 

～「NPO法人 日野人・援農の会」～ 

  平成 16（2004）年度の「農の学校」開校を契機に、農の学校第 1期修了生が親睦団体として「援農の会」を結成しました。その後、

「農の学校」修了生の受け入れ先として「日野人・援農の会」を設立、平成 2４（2012）年４月に NPO 法人化しました。 

  援農の会の役割は多岐にわたり「農の学校」「援農・野菜栽培塾」「ファーマーズセンター交流農園事業」「研修農園」「ボランティアコー

ディネート事業」などを実施しています。また、野菜の収穫など人手を多く要する「スポット援農」や市内用水組合が毎年実施している

「用水路清掃」の支援をするなど数多く地域農業に貢献しています。令和７（202５）年７月現在の会員数は 13２名。4５軒の農家で約

126名の会員が活躍しています。 

 

 

年   度 期  数 修了者数 

令和 2（2020）年度 7期生 5名 

令和 3（2021）年度 8期生 5名 

令和４（2022）年度 9期生 ４名 

令和 5（2023）年度 10期生 6名 

令和６（202４）年度 1１期生 6名 

令和 7（2025）年度 12期生 4名 
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～「援農ボランティアコーディネート事業」～ 

   日野市援農ボランティアコーディネート事業を円滑に運営することと、それぞれの役割を明確にするため、平成 25（2013）年 4 月

に援農ボランティア養成講座「農の学校」修了生で組織されている※NPO 法人「日野人・援農の会」（以下、援農の会）と東京南農業協

同組合（以下、JA）と日野市の三者で「日野市援農ボランティア紹介斡旋調整事業に関する協定書」を締結しました。 

 （1）役割 ① 日 野 市：援農ボランティア活動を行う意思のある者を「日野市援農ボランティア」として登録。 

② J   A：援農ボランティア受入農家の募集・連絡・調整。 

③ 援農の会：日野市援農ボランティア登録者（以下、ボランティア）の受入希望農家への紹介やボランティアとの 

連絡及び調整等に関する事務。 

 （2）ボランティア登録数 令和７（202５）年 4月現在 

      日野人・援農の会 正会員 13２名、協力会員 2名、賛助会員（受入農家及び関係者）38名  

 （3）日野市援農ボランティア斡旋調整事業に関するフローチャート図 ↓ 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

※ NPO 法人「日野人・援農の会」は「農の学校」及び「援農･野菜栽培塾」の修了生で組織され、会員相互の交流や、ボラン 

ティア活動、援農活動のレベルアップのための研修等、交流農園事業等を実施しています。 

 

協力 

協力 

日野人・援農の会 

（援農ボランティア窓口) 

日 野 市 

J  A 

(援農受入農家窓口) 

協力 「農の学校」修了生 

「援農･野菜栽培塾」修了生 

受入農家 

援農ボランティア派遣 

斡旋、聞取り 

希望調査、紹介 

三者協定 

調整 

― 22 ― 

「入会届」 

「援農受入届」 

(援農者登録) 

(受入農家登録) 
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七ツ塚ファーマーズセンターについて 

 
七ツ塚ファーマーズセンターは、日野の農業を発信するための拠点として、また、地域住民のコミュニティの形成を図るための

施設として平成２４（2012）年１０月１３日にオープンしました。農住共生地域である東光寺上地区を対象地域に定め「農ある

まちづくり」のモデル地区として整備しており、そのシンボル的な施設として七ツ塚ファーマーズセンターを運営しています。 

 

（１）場所 日野市新町五丁目２０番地１（七ツ塚公園内） 

 

（２）特徴 ①市民を対象とした食農体験施設 
家庭菜園講習会、農業体験、収穫体験、 

女性農業者の会による日野産野菜を使った料理教室など 

②都市農業保全の拠点 

援農ボランティア養成講座「農の学校」の拠点、講座の開催など 

③地域住民のコミュニティの推進に 

地元住民の集会施設としての利用、販売スペースで日野産の農産物や加工品、 

JA商品、新選組ゆかりの地（会津等）の被災地支援物資販売、買い物弱者 

対策としての物資販売、喫茶コーナー（ランチあり）など 

毎月第 2・4木曜日（昼）、第１金曜日（夕方）には、市役所への出張販売によるＰＲ 

 

（３）施設使用料  

 
令和 6（2024）年 4 月 1 日改定 

 

▼調理室 

▲多目的室 

     使用区分 

施設区分 
区分 

午 前 午 後 全 日 

9:00～12:30 13:00～17:00 9:00～17:00 

多目的室１ 
市内 1,500円  1,500円  3,000 円  

市外 3,000 円  3,000 円  6,000 円  

多目的室２ 
市内 1,500円  1,500円  3,000 円  

市外 3,000 円  3,000 円  6,000 円  

調理室 
市内 1,900円  1,900円  3,800 円  

市外 3,800 円  3,800 円  7,600 円  

◀外観 

 

物販コーナー 

「みのり處」▼ 



 

― 23 ― 

 （４）令和６年（202４）年度の主な事業 

 

 ○主な事業の紹介（年５２回の教室やイベントを実施） 

    

・市民向け各種教室：「野菜栽培なんでも相談会」「土づくり講習会」 

 

・親子向け各種教室：「市民親子野菜塾」 

    

・市民向け料理教室：「日野産農産物を使ったふぅずきっちん」 

「日野産の旬野菜を使った男の超初心者料理教室」 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 市民親子野菜塾            ▲ふぅずきっちん            ▲ 市民親子野菜塾 
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　会長 岩沢　　宏

　会長職務代理者 金子　峰男

　運営専門部会部会長 簱野　利之

　農政部会部会長 馬場　裕真

　運営専門部会副部会長（会計） 清水　良夫

　農政部会副部会長 福島　幹男

　農業委員会だより編集担当 土方　和寿

　農業委員会だより編集副担当 丸　　裕子

佐伯　　勇

齊藤江利子

馬場　繁夫

伊藤　通夫

細田　英次

遠藤　　登

日野市農業委員会について

任期:令和６(202３)年3月20日～令和９(2029)年3月19日
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1．農業委員会の役割

農業委員会は農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農業者の地位向上に寄与
するため「農業委員会等に関する法律」に基づき設置されています。地方自治法に基づく
行政委員会で、農地法その他の法令による事務を執行するとともに、市民への食の安心安
全確保、農業経営の安定化、農業者の地位向上と「日野市農業基本条例」の目的実現に向
けて活動しています。

2．農業委員について

平成28(2016)年4月の「農業委員会法の一部を改正する法律」の改正により、これま
での選挙制から市議会の同意を得て市長が任命する任命制に変更されました。委員の定数
は、条例により１５名と定められています。構成は、公募による委員４名、推薦による委
員11名です。現在は、１名が辞任したため、１４名で活動しています。

3．農業委員会の活動

（１）農地法に係る各種届出に対する許可及び申請の受理、証明の発行
（２）農地相談
（３）農地パトロール
（４）令和7(2025)年11月4日 次年度に向けて、日野市農業施策に関する行政(市長・

副市長)との意見交換



令和4（2022）年度
第3次農業振興計画・後期アクションプラン報告と検証
（仮称）第４次農業振興計画への提言検討

令和5（2023）年度
第3次農業振興計画・後期アクションプラン報告と検証
（仮称）第４次農業振興計画への提言検討及び提出

第3次日野市農業振興計画・アクションプラン完成報告
市民農園使用料金改定

平成25（2013）年度 第2次農業振興計画・後期アクションプラン中間検証

第3次農業振興計画・後期アクションプラン進捗状況報告

第3次農業振興計画・アクションプラン検証及び後期アクショ
ンプランについて

平成26（2014）年度

日野市農業懇談会について

令和5（2023）年度
第3次農業振興計画・後期アクションプラン報告と検証
（仮称）第４次農業振興計画への提言検討及び提出

令和2（2020）年度 第3次農業振興計画・後期アクションプラン進捗状況報告

令和元（2019）年度 第3次農業振興計画・後期アクションプラン検証及び一部改訂

平成20（2008）・21
（2009）年度

第2次農業振興計画・アクションプランの見直しについて

平成12（2000）年度 日野市の植栽ゴミ処理について

平成13（2001）年度 総合学習に対する農業懇談会からの提案

平成14（2002）～16
（2004）年度 第1次～第2次農業振興計画について

日野市農業懇談会の提案検討事項
（平成２５年度～令和6年度）

令和６（2024）年度
第４次日野市農業振興計画・前期アクションプランの令和6年
度実施検証

平成17（2005）・18
（2006）年度 日野農業応援チームについて

平成30（2016）年度

平成27（2015）年度
都市農業振興基本法、 国家戦略特別区域を活用した都市農業の
推進,について及び、平成27年度実施施策の進捗状況

令和3（2021）年度

平成23（2011）年度 第2次農業振興計画・後期アクションプランについて

平成24（2012）年度 第2次農業振興計画・後期アクションプラン中間検証

日野市農業懇談会の提案検討事項
（平成12年度～平成24年度）

平成22（2010）年度 「地産地消ひの」の推進

平成19（2007）年度 日野市食育推進計画について

1．農業懇談会の役割

平成10(1998)年に制定された「日野市農業基本条例」に基づき,農業施
策の推進について調査し、意見を求めるため、市長の付属機関として日野市
農業懇談会を設置しています。

2．農業懇談会委員について
※

令和6(2024)年5月28日 第9期委員12名を委嘱

任期 令和6年5月28日～令和9年5月27日

構成：農業者３名、公募市民３名、日野市農業委員会委員２名
農業協同組合の代表２名、その他行政機関の代表２名

3．農業懇談会委員の市長への提案

市民、生産者、関係機関の有識者が委員として、農業施策や農業振興計画
の見直しについて検証し提案します。
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日野市の学校給食における農産物供給事業 

～ 堀之内地区の栄養士さん、聞かせてください！ ～ 

 

農林水産省は 6月を食育月間、毎月 19日は「食育の日」と定め

ています。日野市では野菜の収穫期に合わせて 11 月を「日野野菜

給食月間」11 月 19 日を「日野野菜給食の日」と定め、日野市食

育推進計画に位置付けています。 

 

日野市立日野第六小学校 

「12月の給食だより」（令和 6年）から抜粋 

 

～木下栄養士さんからのコメント～ 

毎年、秋の圃場見学で学んだことを動画にまとめて子供たちへ日

野の農業について伝えています。 

地元で採れた安心安全、新鮮でおいしく、そして農家の皆さんの

心がこもった愛情たっぷりの農産物を給食に使用させていただける

ことはとてもありがたいことです。また、それらを食べられる子供

たちには、幸せなことなんだと気づかせたいです。 

 これからも日野の子供たちのために、地場産物の活用を続けてい

きまいです。  

 

 

味見をしてOKサインを出す 

木下栄養士 ▶ 

－27－ 

事業開始から今年で４２年！ 

 

六
ろ く

小
しょう

ランチタイムズ

　１１月
がつ

はひの野菜
やさい

  給食
きゅうしょく

  月間
げっかん

で、とくに１１月
がつ

１９日
にち

は日野産野菜
ひのさんやさい

給食
きゅうしょく

の日
ひ

だったので地場産物
じばさんぶつ

について

みなさんに伝
つた

えたいと思
おも

い、動画
どうが

を作成
さくせい

しました。１０月
がつ

に堀之内
ほりのうち

地区
ちく

の農家
のうか

さんの畑
はたけ

の見学
けんがく

へ、１１月
がつ

には

百草
もぐさ

にある由木農場
ゆぎのうじょう

へ見学
けんがく

に行
い

ったのでその様子
ようす

をまとめて、子供
こども

たちに見
み

てもらいました。

　今年
ことし

は夏
なつ

の猛暑
もうしょ

で野菜
やさい

はうまく育
そだ

たなかったり、鶏
にわとり

が 熱中症
ねっちゅうしょう

にならないように与
あた

える水
みず

の量
りょう

を増
ふ

やしたりと

流行
りゅうこう

する予想
よ そ う

がでています。手洗
て あ ら

い・うがいと食事
し ょ く じ

・運動
う ん ど う

・睡眠
すいみん

を大切
たいせつ

に、毎日
まい にち

元気
げ ん き

よく過
す

ご たくさんの苦労
くろう

があることがわかりました。日野産
ひのさん

の食材
しょくざい

は１年
ねん

を通
とお

して給食
きゅうしょく

に使用
しよう

させていただいています！

これからも感謝
かんしゃ

してたくさんいただきましょう！

 



１．開始年度　 　６．日野産米について

学校給食米の供給（農協契約分）　（生産者契約分）

　０kg（前年度0㎏） 360kg（前年度　530kg）

２．地元野菜利用校数と児童生徒数（５月１日現在）

令和6年(2024)度 令和5年(2023)度 　7．学校給食用地元野菜等供給コーディネート業務

２５校で　13,549人 ２５校で　13,689人 　　平成20(2008)年度から、コーディネーター制度を導入し、地区を越えた供給

（内訳） （内訳） 　　調整や、栄養士と農業者双方からの要望などに対応。委託先：ＪＡ東京みなみ

小学校　１７校（児童数9,253人） 小学校　１７校（児童数9,376人） 　　

中学校　　８校（生徒数4,296人） 中学校　　８校（生徒数4,313人）   8．児童・生徒、栄養士と農家の方との交流
　　市内の小中学校では、学童農園・社会人講師・農家訪問・給食試食会など各学

３．地区別利用校　　　　　　４.参加農家数 　　校の特色を活かした交流が行われ、地域の中に根ざした生きた教材になってい

平山地区 １０校 １６農家 　　ます。

東光寺地区 　７校 ４農家 　　また、毎年10月に地区ごとの農家と栄養士による圃場見学会を実施。

堀之内地区 　８校 ８農家 　　作付け状況や収穫時期の確認を畑で野菜を見ながら農家から直接話を聞いてい

　　ます。

５．年間供給量   9．契約栽培8品目の供給量

地区名 ※ダイコンは、東光寺大根ほか、加工品も含む

東光寺地区 7校 14,169kg 7校 16,498kg 　玉ねぎは、葉玉ねぎも含む

堀之内地区 8校 24,865kg 8校 29,322kg ニンジン 7,947 kg （ 12,826 ㎏）

平山地区 10校 37,052kg 10校 45,129kg 長ネギ 5,475 kg （ 6,941 ㎏）

合　　計 ２５校 76,086kg ２５校 90,949kg りんご 2,965 kg （ 2,643 ㎏）
２５校 22,185kg ２５校 21,917kg 大根※ 11,754 kg （ 12,699 ㎏）
２５校 2,965kg ２５校 2,643kg キャベツ 5,144 kg （ 7,570 ㎏）
２５校 101,236kg ２５校 115,509kg 玉ねぎ※ 7,801 kg （ 7,130 ㎏）

※前年比：△14,273㎏減 ジャガイモ 9,425 kg （ 12,537 ㎏）
※学校給食の地元農産物利用率は約26.9％（前年度：30.３％） 小松菜 6,572 kg （ 9,279 ㎏）
　日野市産野菜利用率は6・11月の金額ベースで算出 合計 57,083 kg （ 71,625 ㎏）

合計

1.　令和6(2024)年度学校給食における地元農産物利用報告

りんご（百草万蔵院台）

鶏卵

野
菜
等

令和6年(2024)度 令和5年(2023)度

 昭和58(1983)年度（開始から41年目・全校実施は平成12(2000)年度より）

合計２８農家合計２５校

日野市産野菜

日野市産野菜+八百屋の野菜

目標値２５％
日野市産野菜利用率推移
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学校給食における地元農産物利用開始時期　※平成１２(2000)年度より全校実施

合計 児童・生徒数

日野第一小学校 474

日野第三小学校 378

日野第四小学校 609

東光寺小学校 344

仲田小学校 446

豊田小学校 866

日野第五小学校 909

日野第六小学校 704

潤徳小学校 697

日野第八小学校 589

日野第七小学校 579

南平小学校 495

平山小学校 647
滝合小学校 457
旭が丘小学校 439
夢が丘小学校 297
七生緑小学校 323

9,253

日野第一中学校 714
大坂上中学校 596

堀 日野第二中学校 600
四小・旭が丘小 潤徳小 七生中学校 460

日野第三中学校 315

日野第四中学校 553
三沢中学校 656

11校 平山中学校 402

4,296

13,549

小学校　計

中学校　計

小中全校　計

学校名

東光寺地区　7校（小5校　中2校）

堀之内地区　8校（小7校　中1校）

平山地区　10校（小5校　中5校）

東
光
寺
地
区

堀
之
内
地
区

平
山
地
区

東
光
寺

七
生
地
区

年度

2015
以降

7校
一小・三小・四小・東光寺
小・仲田小
一中・大坂上中

豊田小・五小・六小・七小
八小・潤徳小・南平小
二中

8校

平山小・滝合小・旭が丘小
夢が丘小・七生緑小
七生中・三中・四中・三沢・平山
中

10校 25校

平成15年度

平成18年度

18校

21校

27校

28校

25校

22校

23校

24校

7校

8校

9校

2校

平成27年度～

平成10年度

平成12年度

平成20年度

平成4年度

平成5年度

平成7年度

平成9年度

12校

三小・高幡台小

仲田小

一小

1995

1997

1998

2000

百草台小、三沢台小統合→七生
緑小

10校

8校

6校

3校

8校

9校

8校

8校 12校

9校

9校

9校

3校

5校

7校

2校

学校別児童・生徒数
      令和７(2025)年5月1日現在：学務課

堀之内地区

昭和５９年度

昭和６０年度

4校1983

1984

1985

平山小・平山中

滝合小

平山台小・七生中・四中

昭和５８年度

東光寺地区 平山地区

2校

3校

3校

0校

1校

0校

東光寺小・大坂上中

三小

三小（中止）、一中

平成元年度

平成2年度

平成3年度

7校

9校

14校

16校4校

2008

7校

8校

8校

6校

1989

1990

1991

1992

1993

2006

2003

二中・南平小

二小・七小

8校

三沢台小・程久保小

26校
平山小、平山台小統合

→平山小

27校
高幡台小・程久保小統合

 →夢が丘小
8校 8校

七小（中止）

七小

八小

南平小

五小

南平小（中止）・六小

三沢中・百草台小・三中

東光寺地区より移管
三沢台小・高幡台小・程久保小

3校

6校

9校

9校

9校

9校

4校

5校

6校
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※ダイコンは、東光寺大根ほか、加工品も含む

　玉ねぎは、葉玉ねぎも含む

1 にんじん 12,825.8 1 大根 11,754.4

2 じゃがいも 12,536.6 2 じゃがいも 9,424.8 令和5(2023)年度 令和６(202４)年度

3 大根 10,627.6 3 にんじん 7,947.2 2,643 2,965

4 小松菜 9,278.9 4 玉ねぎ 7,800.8

5 キャベツ 7,569.6 5 小松菜 6,572.0

6 玉ねぎ 7,130.0 6 長ねぎ 5,474.9 令和5(2023)年度 令和６(202４)年度

7 長ねぎ 6,940.5 7 キャベツ 5,143.5 21,917 22,185

8 さつま芋 3,071.8 8 とうもろこし 3,147.0

9 白菜 3,044.3 9 さつま芋 2,746.1

10 とうもろこし 2,229.0 10 白菜 2,654.8

11 きゅうり 1,999.6 11 きゅうり 2,318.8

12 里芋 1,563.7 12 とうがん 1,439.0

13 トマト 1,504.7 13 里芋 1,355.1

14 梨 1,209.3 14 トマト 1,257.4

15 東光寺大根 1,185.4 15 かぼちゃ 1,212.3

16 とうがん 1,146.0 16 ほうれん草 705.3

17 かぼちゃ 1,051.3 17 八つ頭 578.5

18 ほうれん草 995.0 18 米 550.0

19 東光寺沢庵 781.8 19 ナス 525.6

20 ナス 681.5 20 紫さつま芋 364.2 第２位　じゃがいも

21 米 680.0 21 ごぼう 317.1

22 冷凍ブルーベリー 379.5 22 冷凍ブルーベリー 316.4

23 紫さつま芋 378.1 23 わけぎ 274.9

24 じゃがいも（紫） 226.6 24 梨 254.6

25 じゃがいも（赤） 195.9 25 ぶどう 167.2

26 八つ頭 179.1 26 トマトピューレ 163.0

27 ぶどう 161.1 27 ピーマン 153.7 第3位　にんじん

28 のらぼう 143.1 28 ズッキーニ 144.4

29 わけぎ 135.2 29 たけのこ芋 134.2

30 ピーマン 131.0 30 のらぼう 134.0

第１位　大根

学校給食地元野菜等供給品目（供給量順）　トップ３０ 

令和5(2024)年度（単位：㎏） 令和6(2024)年度（単位：㎏）

りんご供給量（単位：㎏）

鶏卵供給量（単位：㎏）
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№ 品　名 ４　月 ５　月 ６　月 ７　月 8　月 ９　月 １０　月 １１　月 １２　月 １　月 ２　月 ３　月 合　計

1 大根 0 283.3 774.3 81.8 0 0 930.8 3101.8 2868.4 2998.7 567 148.3 11,754.4

2 じゃがいも 0 0 2053.6 2161.9 0 0 15 0 1700.9 2292.8 1200.6 0 9,425

3 にんじん 36 0 0 612.7 0 0 32 1522.5 2514.1 1931.6 1215.9 82.4 7,947

4 玉ねぎ 539.7 1,726 4385.5 1149.6 0 0 0 0 0 0 0 0 7,801

5 小松菜 226.35 494.9 474.7 0 53.1 625.35 1148.8 1318.5 1103.8 817.2 62.5 246.8 6,572

6 長ねぎ 0 0 55.1 0 0 0 444.5 1645.9 1539.2 1203.4 586.8 0 5,475

7 キャベツ 130.1 283.9 264.1 108 0 0 722.4 984.2 1216.7 1091.1 343 0 5,144

8 とうもろこし 0 0 795 2352 0 0 0 0 0 0 0 0 3,147

9 さつま芋 0 0 0 0 0 0 847.5 1074.5 669.9 154.2 0 0 2,746

10 白菜 0 0 0 0 0 0 0 349.7 1079.5 922.3 303.3 0 2,655

11 きゅうり 0 498.3 1261.9 386.5 30.2 141.9 0 0 0 0 0 0 2,319

12 とうがん 0 0 0 0 33.7 553.4 449.2 292.7 110 0 0 0 1,439

13 里芋 0 0 0 0 0 0 67.7 607 391.59 288.8 0 0 1,355

14 トマト 101 338.5 238.8 174.7 0 0 0 0 81.6 65.8 159.9 97.14 1,257

15 かぼちゃ 0 0 0 723.1 86.1 379.3 23.8 0 0 0 0 0 1,212

16 たくあん 315 344 31 42 732

17 ほうれん草 99 0 0 0 0 0 8 93 173 97 93 142 705

18 八つ頭 0 0 0 0 0 0 0 144 175 142 117 0 579

19 米 100 0 0 0 0 0 0 0 173 82 77 118 550

20 ナス 0 0 41 180 139 126 41 0 0 0 0 0 526

21 紫さつま芋 0 0 0 0 0 0 34 257 73 0 0 0 364

22 ごぼう 0 0 0 0 0 0 77 135 72 33 0 0 317

23 冷凍ブルーベリー 10 15 39 31 0 36 126 16 4 35 0 5 316

24 わけぎ 64 211 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 275

25 梨 0 0 0 0 79 176 0 0 0 0 0 0 255

26 ぶどう 0 0 0 0 20 147 0 0 0 0 0 0 167

27 トマトピューレ 0 0 0 0 0 163 0 0 0 0 0 0 163

28 ピーマン 0 0 13 82 24 35 0 0 0 0 0 0 154

29 ズッキーニ 0 0 39 106 0 0 0 0 0 0 0 0 144

30 たけのこ芋 0 0 0 0 0 0 0 112 23 0 0 0 134

その他 42 22 66 166 36 131 44 150 -33 -262 -25 121 457

合計 1,348 3,873 10,501 8,314 502 2,512 5,011 11,804 14,251 12,237 4,732 1,002 76,086

※合計は整数表示（小数点第一位以下四捨五入）地元農産物利用率は6月・11月の金額ベースで算出されます。

※大根は、東光寺大根ほか、加工品も含んでいます。玉ねぎは、葉玉ねぎを含みます。

（単位：㎏）
令和６(2024)年度　学校給食月別品目別出荷重量（全地区）
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地元野菜供給育成事業打合せ会議・契約･･･４月 

年度はじめに、各学校の栄養士と農業者、農協担当者、市(学校課、都市農業振興課)

が集まり、取り扱う品目・納品規格等を話し合い、契約(学校長と地区別代表農業者)

を行っています。

（注文）
　毎月２５日に地区内の栄養士代表が、地区別代表農家に翌月の注文書を提出。

　農業者の話し合いで分担農家名が記入され、学校に届けられる。

　栄養士はその結果をみて地場野菜の注文を確定し、

　それ以外の野菜を各学校契約の八百屋に注文する。

　なお、平成２０年度からは「コーディネーター制度」を導入し、

　農業者の生産状況等を確認しながら、地区を超えた受注調整を行っている。

　　↓

（納品）

　話し合いで決まった農業者が指定日の朝、前日または当日朝にとれた

　野菜を届ける。

　　↓

（請求）

　各農業者は１カ月分の請求をとりまとめて地区別代表農業者に渡す。

　地区別代表農業者は農協へ１カ月分の納品書を提出する。

　農協は各学校へ請求書を月はじめに送る。

　　↓

（支払）

　学校（栄養士）は、地区別代表農業者の農協の口座に振り込む。 は代金の流れ

　地区別代表農業者は各農業者の農協の口座に振り込む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　２．　学校給食における地元野菜の供給システム

地区別

代表農業者 代表栄養士

各農業者

ＪＡ

各学校

納品農業者の決定の通知

注文（毎月２５日までに）

納品（毎日）

話
し
合
い

納
品
・
請
求
書

納
品
農
業
者
の
決
定
の
通
知

注
文
（
毎
月
２
５
日
ま
で
に
）

納品・

請求書

請求書

毎月の流れ

学校給食における地元野菜の供給システムの流れ

コーディネーター
・栄養士からの要望伝達

・生産状況の確認

・農業者からの要望伝達

要望 要望
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市では農業者の負担の大きい学校への産物の配送について、平成27年度から一

部地域で運搬支援事業を開始しました。※P.35参照



品目 ほうれん草

◎
小松
菜

◎
キャベ
ツ

ミニトマト トマト ◎
たまねぎ

とうもろこし
◎
大根

◎
にんじん

里芋 ◎
長ねぎ

ごぼう 白菜 なす
◎

じゃがいも
かぼちゃ 梨

さつまいも
ムラサキ
イモ

◎
リンゴ

黒米 キュウリ ブロッコリー ニンニク 冬瓜
冷凍
ブルー
ベリー

ブルー
ベリー

みかん ターサイ 根しょうが ピーマン
万願寺
とうがら
し

モロヘ
イヤ

チンゲ
ン菜 春菊 のらぼう 鷹の爪

規格 300gの束 400gの束 M･L 大 M･L M･L 太・大 M･L M･L
都かぼちゃ
えびすかぼ
ちゃ
白しゃく

S・M・L

形態

根を切る。
結束は大き
くても良い。

結束は大き
くても良い。

外の皮を
取る。

個数で注文
が入る

9月分は連
絡を入れ
る。

７００～
８００本/
週

すのないも
の、まがって
いないもの。
泥なし。葉は
少しついてい
ても良い。葉
使用の時は
注文書に記
入。冬大根は
切り落とし
可。

葉をおと
す。
泥なし。
４～５寸。
長いもの
も可。

ざっと泥を
おとす。
小さ過ぎる
ものは×
（小さ目の
卵サイズ
から○）

泥なし。
皮をむい
て洗って
根を少し
残し頭をお
とす。

葉をおと
す。
ざっと泥を
おとす。
※量は少
ない

外の皮を
取る。

北あかり
紅あかり
とうや
秋じゃが
色つきあり
（夏のみ）
多めに作付予
定

色つきあり
少なめ

４つ割り、６
つ割りを注
文書に記載
すること。
10月は赤い
りんごを使
用したい場
合は、注文
書に指定し
てください。

大きいも
のはカット
済ＯＫ

冷凍もの
は通年Ｏ
Ｋ

５月

連休
明け
～
〇

〇 ○ ○

６月 〇 ○ ○
下旬
○

下旬
○

○ ○ ○
下旬
○

７月
中旬まで

〇 ○
上旬
○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇

８月
９月

中旬
○

○ ○ ○ △
豊水・新高

○

9/17～9/30
紅玉

９/２５～陽
光

〇

○ ○ ○
上旬
○

〇 〇 〇

１０月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中旬
○

新高
○

10/1～
10/25陽光

〇
○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇

１１月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中旬
○

秋じゃが
下旬
○

○
11/1～
12/15フジ

〇
中旬～

○
○ ○ ○

中旬
○

○ 〇 〇 〇

１２月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 秋じゃが
○ ○ ○

12/10頃まで

〇 ○ ○ ○ 〇 〇 〇

１月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 秋じゃが
○ ○ ○ ○

上旬
○

２月 ○ ○ ○ ○ ○ 秋じゃが
○ ○ ○

３月 ○ ○ ○
〇

下旬～
4/20まで

　　野菜使用品目及び納品規格・形態一覧（4月給食全体打合せ会資料）

～

品
物
が
無
く
な
る
ま
で

～

品
物
が
無
く
な
る
ま
で

＜確認＞

市場へ出荷する規格、形態とする。

納品はコンテナ又は段ボールなど衛生的なものを使う。

トマトの箱は再度使用するのでとっておく。

卵とリンゴは別の注文書で出すこと。

◎＝契約栽培

（にんじん、長ねぎ、大根、キャベツ、じゃがいも、たまねぎ、小松菜、リンゴ）
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３.　学校給食における地元野菜の契約栽培システム

◎事業開始年度 平成１７（2005）年度～

◎日野産農産物の学校給食への供給量に応じて、奨励金を供給農業者に

交付するシステム。

１．目的

学校給食野菜等の安定的供給及び日野市農業の振興を図る。

２．契約

契約栽培品目・数量等については各学校長と地区別農業者代表で契

約を締結する。

３．品目

令和2年度に契約栽培を行なった品目は下記の８品目。

ニンジン、長ネギ、大根、キャベツ、玉ねぎ、じゃがいも、

りんご、小松菜

４．価格

契約栽培の野菜価格については多摩青果の取引価格を参考に定める。

５．予算措置

令和６（2024）年度予算額

「学校給食地元野菜等契約栽培支援事業奨励金」 5,444,000円

※令和５（2023）年度 5,55０,000円

６．奨励金実績

令和６（2024）年度

「学校給食地元野菜等契約栽培支援事業奨励金」 4,254,833円

※令和５（2023

）年度 5,139,158円

都市農業振興課 教育委員会学務課

各学校長・栄養士

（学校給食会）

野菜等生産組合

（生産農業者）

連絡調整

連絡調整

連絡調整

契約栽培支援事業

（種・肥料代）

補助金請求

奨励金支払い

・作付補助２０円／㎏

（りんごは適用なし）

・出来高補助４０円／㎏

契約栽培締結

農産物出荷・納品

利用予定者

調査

利用予定者

提出
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１．支援事業対象地区

　　①平山地区の小中学校：七生緑小学校・夢が丘小学校・平山小学校

　　　　　　　　　　　　第三中学校・三沢中学校・七生中学校・平山中学校

　　　　※　平成28（2016）年度6校→平成29（2017）年度～7校

　　②堀之内地区の小学校：潤徳小学校・第八小学校・豊田小学校・南平小学校

　　　　※　令和６（2024）年度２校→令和７（2025）年度～４校

２．事業実施者

　　①平山地区　NPO法人　めぐみ　②堀之内地区　JA東京みなみ

３．支援事業実施期間

　　①平成30(2018)年度～　継続

　　②令和6(2024)年度～　継続

４．実施方法

　　①各農業者が、納品物を持ち寄る。

　　②事業実施者が、農業者から納品物を受け取り、検品し、車に積む。

　　③事業実施者が、各学校へ指定時間までに運搬。

　　④事業実施者が、各学校で検品を受け、納品。

４.　令和７(2025)年度学校給食用地元野菜等運搬支援事業（旧運搬モデル事業）

各農業者

各農業者

各農業者

各農業者

各農業者

各小中学校

事業実施者による運搬

①納品物を持ち寄る

事業実施者が検品

事業実施者による納品
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◎事業の経緯

平成25（2013）年度
「日野市の学校給食」がテーマであった第１０回「都市農業シンポジウム」にお

いて、学校給食に地元野菜供給を継続、拡大するには、農業者の高齢化による

「運搬」への負担が大きいとの課題が指摘。

平成27（2017）年7月～平成29（2017）年3月
検討を重ね、農業者の負担軽減を目的に平山地区において「運搬モデル事業」を

試行。

平成30（2018）年度～
一定の効果を得たことにより「運搬支援事業」として引き続き実施。

令和6(2024)年度～
①平山地区

マルシェひらやま（平山城址公園）

②堀之内地区

JAみなみの恵み（万願寺）



◎平成28(2015)年度に「学校給食用農産物栽培農地」の看板を設置しました。

　市内で学校給食用農産物を栽培している東光寺地区６箇所、堀之内地区７箇所、平山地7箇所、合計20箇所の農地へ「学校給食用農産物栽培農地」の

　看板を設置し、広く市民に学校給食と農地との係わりをお知らせしました。あわせて「生産緑地地区」「防災協力農地（一部）」についても表示しました。

　看板のデザインは、実践女子大学の学生にデザインを募り、親しみのある看板が作成できました。

　

5.　学校給食用農産物栽培農地看板の設置について
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東光小

一中

四小
一小

七小

潤徳

八小

三沢

七生緑小

夢が丘小

三中

滝合

平山小

平山中

七生

豊田 南平

四中

旭が丘小

六小
ニ中

五小

大坂

三小

仲田

東光寺地区

平山地区

堀之内地区

設置された看板 ※ ★が設置箇所です。

▲生産緑地地区、防災協力農地

▲生産緑地地区



　★日野市食育推進計画をより着実に実施するために条例を制定しました。条例には、学校給食における日野産野菜利用率２５％の達成など計画に盛り込ま
　　れた具体的な内容や達成すべき目標等と確実に実施しているかをチェックする仕組みを盛り込んでいます。

　　教育委員会、学校、子育て関連施設、農業委員会、農業者、東京南農業協同組合、食品関連事業者の責務を規定しています。
　★日野市食育推進計画で定めた目標を達成するためには、食に関わるすべての関係機関が一丸となって食育を推進する必要があるため、市、市民、保護者等、

●第4期　日野市食育推進計画　令和４（2022）年３月策定より

　　　　　6.「地元野菜等の学校給食供給事業」の市の施策の中での位置づけ

●日野市みんなですすめる食育条例　平成２１（2009）年４月施行

　市民一人ひとりが生涯にわたっていきいきと暮らせるよう「食育」を生涯にわたるテーマとし「生涯にわたって健全な食生活を実践できるひのっ子・日野人
を育む」を目指す姿と定めます。また、3つの目標として「食からの健康づくりを推進します」「食を通じて、豊かな心を育てます」「食の循環を通し、食に
向き合う意識を育てます」を掲げ、ライフステージに応じて、家庭や地域、学校、事業者などのあらゆるところで「食育」の実践を進めます。

●日野市みどりの基本計画 平成１３（2001）年 緑と清流課

●日野市まちづくりマスタープラン 平成31（2019）年4月改訂 都市計画課

●第3次日野市環境基本計画 令和４（2022）年4月改訂 環境保全課

●第4次日野市農業振興計画・前期アクションプラン 令和6（2024）年3月策定 都市農業振興課 ※P.7参照

【基本目標】

基本目標１：食からの健康づくりを推進します

基本目標２：食を通じて、豊かな心を育てます

基本目標３：食の循環を通し、食に向き合う意識を育てます

◎基本目標３ ← 農業に係る取組

（１）地産地消を推進します

①日野産農産物の活用 ②地元食材での食事作りの促進 ③地産地消の機会の提供

（２）農業体験を推進します

＜ 関連する個別計画 ＞
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都市農業振興課「X」あります。 

市内の農業情報をいち早くお届けします。 

皆様からのフォローお待ちしております！ 

アカウント名：日野市都市農業振興課【公式】 

アカウント ID：＠agri_hino 

掲載内容：野菜直売イベント情報、農家さんの

紹介、市民農園の募集など 

＃日野市 

＃農業 

  


